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１ 租税教育等基本指針の趣旨 

税理士法では、日本税理士会連合会及び税理士会の会則に租税に関する教育その他知識の普

及及び啓発のための活動（以下、「租税教育等」という。）に関する規定を記載しなければなら

ないこととしている（第４９条の２第２項第１０号、第４９条の１４第１号）。 

租税教育等基本指針は、租税教育等の施策の適正な運用に資するために定めるものである。 

 

２ 租税教育等の目的 

日本国憲法は、第３０条で納税の義務を､第８４条で租税法律主義を謳っている。我が国は、

租税制度の基本を申告納税制度に置いているが、申告納税制度は国民が納税者という立場で自

らの計算によって租税債務を確定し、自らの納税によりその債務を履行する制度である。これ

は租税制度での国民主権を表すといわれ、民主的な手続の側面を持つものであり、この申告納

税制度を支えるのが国民の租税についての正しい知識と理解である。 

租税教育等の目的は、租税に関する意義、役割、機能、仕組み等の租税制度を知るとともに、

申告納税制度の理念や納税者の権利及び義務を理解し、社会の構成員としての正しい判断力と

健全な納税者意識を持つ国民を育成することでもあり、併せて国民に対し税理士制度を正しく

周知することである。効果的な租税教育等により納税に対する健全な知識が醸成されれば、民

主国家の発展に大きく寄与することとなり、これは教育基本法の教育の目的である「平和で民

主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民を育成する」と

いうことにも合致するものである。 

 

３ 租税教育等における税理士の役割 

税理士法第１条では税理士の使命として、「税理士は、税務に関する専門家として、独立した

公正な立場において、申告納税制度の理念にそって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関す

る法令に規定された納税義務の適正な実現を図ることを使命とする。」と規定している。また、

税理士は租税に関する法令を熟知し、あるべき税制について国に対し建議ができる専門的能力

を有しており、一方で日常的に広く納税者に接し、納税者の良き理解者でもある。 

従って税理士は、租税教育等のテーマである税とは何か、なぜ税金を納めなければならない

のか、税がどのように使われているかなど、独立した公正な立場で税の役割について指導すべ

き適任者であると言える。 



つまり、税理士は、教育関係者、行政機関などに租税教育等の充実を求め、啓発に努める社

会公共的使命を担っていると言っても過言ではなく、また税理士自身が社会貢献の一環として

租税教育等に積極的に取り組むことの意義を十分自覚しなければならない。このことは、無償

独占という権利を賦与されていることに対する税理士の義務と考えることもできよう。 

租税教育等を通じて申告納税制度の維持発展に寄与することにより、広く社会に向けて国民

の信頼に応え、納税者の期待に応えることができれば、申告納税制度と不可分の関係にある税

理士制度の発展にもつながるものである。 

 

４ 租税教育等の対象 

税理士会が行う租税教育等の対象は以下のとおりである。 

①学校教育法における児童、生徒及び学生 

小学校、中学校に偏ることなく、社会に出る直前の高等学校、大学等の生徒、学生も対象と

しバランスのとれた租税教育体系の構築に努める。また、特別支援学校に対して手話や点字に

より行われる租税教育等にも積極的に取り組む。 

②小学校、中学校、高等学校の教員又は教員になろうとしている者 

効果的かつ効率的な租税教育等を進めるには、児童、生徒及び学生に授業として直接教える

立場にある教員等が、より一層税に関する知識を持つことが有効である。教員研修や教員養成

大学等での教員養成の課程等で税理士を講師とする租税の科目を設けるなどにより、教員自ら

が税に対する知識を深め教育を行えるよう税理士会が支援する。 

③社会人 

一般社会人については、その多くが給与所得者であり自らの所得税も年末調整で完了してし

まう等、租税に対する関心や納税者としての自覚を持ちにくい状況にある。租税制度が複雑化

し、種々の情報が横溢する状況下で、学校教育以外の分野においても租税教育等の重要性、必

要性が一段と増している。社会人教育について「生涯教育」或いは「生涯学習」という概念が

普及している。生活との関連においての学習、生活の中の教育機能の重視という観点から、税

理士の専門知識を活用した社会人全般を対象とする広い分野での租税教育等にも取り組む。 

 

５ 指針の改廃 

当指針の改廃については、正副会長会の議を経なければならない。 


